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要 旨

マネジメントコントロールシステム（MCS）は、組織成員の心理的状態に影響を与え、組織の望

ましい行動パターンを実現することで、経営目的を達成するために利用されている情報ベースの仕組

みである。管理会計システムに基づく会計コントロールはその中軸に位置し、経営理念を基礎とした

理念コントロールや人間関係に基づく社会コントロールとともに組織の行動パターンに影響を及ぼし

ていると考えられる。MCSの組み合わせや利用方法は、組織のおかれている環境や組織文化によっ

て異なっていると考えられている。われわれは、日本企業においてMCSがどのように組み合わされ

て利用されているのかに関する実態調査を行ってきている。本論文はその調査結果について、上場企

業と非上場企業の比較を行った上で、非上場の中小企業の実態に焦点をあわせて分析を行った。上場

企業と比較した場合、非上場企業ではMCSが公式に整備されている割合は低く、MCSの重要性も相

対的に低い傾向が確認された。しかし、非上場企業の中小企業に焦点を合わせて分析を行った結果、

MCSが組織成員の心理的状態に影響を及ぼしていることを示唆する結果が得られた。分析手続き・

結果は以下の通りである。まず、組織文化の違いに基づいたクラスター分析によって、サンプル企業

群は、組織内部の調和や統合を重視する内部指向型と、組織外部の環境への柔軟な適応を重視する外

部指向型の２つの企業群に分かれた。この２つの企業群について、MCSが従業員満足度に対してど

のような影響を及ぼしているのか重回帰分析を行ったところ、内部指向型の企業群では経営理念を中

心とした理念コントロールが、外部指向型の企業群では人間関係を中心とした社会コントロールと会

計コントロールが、それぞれ従業員満足度の向上と有意な正の関係を持つことが示された。このよう

に中小企業においても、�MCSが従業員満足度に影響を及ぼすこと、�組織文化のタイプによって

従業員満足度に影響を及ぼすMCSの組み合わせが異なること、が示唆される結果を得た。
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１ はじめに

組織は人であり、組織目的が達成されるかどう

かは組織成員が望ましい行動をとるかどうかにか

かっている。この現実に対応したマネジメントの

側面は、マネジメントコントロールと呼ばれてい

る。マネジメントコントロールが適切に行われる

ことで、組織目的が共有され、その達成へ向けて

組織成員のベクトルが合わされることになる。マ

ネジメントコントロールは、一般に、組織目的の

達成に向けて組織成員を動機付け、望ましい行動

を実行するように誘導するプロセスであると定義

されている。

マネジメントコントロールの手段は、倫理綱領

や服務規程のような社内ルール、管理会計システ

ムや目標管理制度や内部統制システムといった管

理システム、行動マニュアルや作業手順書のよう

な手引きなど多種多様である。従業員のやる気や

行動に影響を及ぼすために経営者が利用できるも

のはすべてマネジメントコントロール手段になり

うる。マネジメントコントロール手段の機能は、

従業員のやる気や行動を望ましい方向に誘導する

ことであり、適切に利用することで組織目的を達

成する可能性を高めることが期待される。マネジ

メントコントロール手段を体系化した仕組みはマ

ネジメントコントロールシステム（MCS）と呼

ばれている。

組織の規模が大きくなればなるほど、多くの組

織成員を同じ方向に動機付けていく必要があるた

め、MCSの必要性は高まると考えられる。しか

し、中小企業であっても人が集団として一つの目

的を達成するために力を合わせていくうえでマネ

ジメントコントロールが重要であることに変わり

はない。中小企業は、従業員規模が小さいだけに、

社員ひとりひとりが組織目的を理解してその達成

のために行動していく必要性はむしろ高い。大企

業の場合、ひとりふたりがベクトルからずれた行

動をしていたとしても全体でカバーできる可能性

が高いが、中小企業の場合には死活問題になりう

る。大企業ほどには、社内制度として公式にMCS

を整備する必要性は高くないかも知れないが、中

小企業にとってマネジメントコントロールそのも

のは大企業以上に重要であるとも言えるので

ある。

しかしながら、中小企業のマネジメントコント

ロールの実態についてはほとんどわかっていな

い。中小企業では、どのようなマネジメントコン

トロール手段が実際に用いられているのか、MCS

の整備状況はどうなっているのか、大企業と比べ

た場合、中小企業のマネジメントコントロールに

はどのような特徴があるのか、大企業にとって有

効なMCSは中小企業にとっても有効なのか、と

いったことはまだほとんど何も明らかにされてい

ないのである。このような状況において、われわ

れは日本企業のマネジメントコントロールについ

て、東証一部上場企業と関西の非上場企業の実態

調査を行った。ここでは、上場企業は大企業の、

非上場企業は中小企業の近似として扱っている。

本稿は、その調査から得られたデータに基づき中

小企業のマネジメントコントロールの実態を分析

したものである。

本稿の構成は以下の通りである。まず２節にお

いて、企業経営におけるマネジメントコントロー

ルの役割を紹介したうえで、本稿の問題意識を説

明する。３節で、われわれの行った実態調査の概

要説明を、上場企業と非上場企業の比較を通じて

行う。４節では、中小企業のマネジメントコント

ロールの実態を分析するための理論モデルを提示

し、５節で分析結果を説明する。最後に６節で全

体をまとめる。
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２ 企業経営における

マネジメントコントロールの役割

マネジメントコントロールの役割は、組織目的

を達成するために組織メンバーを動機付けて、望

ましい行動を実現していくことにある。近年のマ

ネジメントコントロール論では、組織メンバーの

行動に及ぼす影響に焦点をあてて研究が行われて

きた（Merchant（１９９７），Merchant and Van der

Stede（２００７））。いくら経営者が正しい意思決定

を行ったとしても、その意思決定に従った行動が

実現できなければ、それは絵に描いた餅にすぎな

い。その反対に、経営者が必ずしも明確な意思決

定ができなくとも、現場レベルで正しい行動がと

れていることによって組織目的が達成されること

も少なくない。組織の成功は、正しい意思決定を

したかどうかではなく、正しい行動を実現できた

かどうかによって左右される、という当たり前の

現実の意味をマネジメントコントロール論では行

動に及ぼす影響力として捉えてきた。

� マネジメントコントロールと

「意思決定」「行動」「結果」

マネジメントコントロール論における「行動」

の重要性は、マネジメントにおける「意思決定」

の側面よりも、「行動」の側面に研究上の視点が

おかれていることを意味する。これはマネジメン

トコントロール論が意思決定の側面を無視してい

るということではない。もちろん意思決定はマネ

ジメントコントロール論における重要な要素であ

る。正しい意思決定をすることはもちろん重要で

あるが、意思決定が正しかったかどうかは、望ま

しい「行動」を生み出すことができるかどうかに

よって判断されるのである。表面的には良い意思

決定であっても望ましい行動につながらなければ

正しい意思決定ではなく、あまり良くなさそうな

意思決定に見えても望ましい行動につながるので

あれば、それは正しい意思決定と判断される。「行

動」が重要であるということは、行動が判断基準

の基礎にあることを意味している。

実は、行動そのものがマネジメントコントロー

ルの判断基盤として望ましいかどうかについては

議論の余地がある。組織の成功は、行動によって

ではなく、行動によってもたらされる「結果」に

よって判断されるべきとも考えられるからであ

る。売手の側でいくら良い製品を造ったと思って

も、買手に評価されなければ意味はない。したがっ

て、行動ではなく結果こそが最終的な判断基準と

なるべきだという考え方は伝統的に根強い。しか

し、ある製品が売れたという結果は、過去の出来

事なのに対して、マネジメントは将来へ向けて組

織を動かしていくことにその本質がある。過去の

結果は一意的に決定されているのに対して、現在

から将来をみる場合には不確実性を考慮したうえ

で確率的な世界を想定する必要がある。「結果」に

重きをおくことは、不確実性や確率的な問題を過

小評価するという意味で、マネジメントを過去志

向にしてしまう危険があるのである。経営環境が

安定的で、過去の延長線上に将来を想定すること

ができるならば、「結果」をマネジメントコント

ロールの判断基盤におくことは間違っていない。

しかし、不確実な将来にむけて組織の舵をきって

いかねばならない場合、「結果」はマネジメント

にとってひとつのデータにしかすぎない。

「意思決定」も「結果」も可視化が容易で数値

化も図りやすい。しかし、見えやすいモノゴトが

重要であるとは限らない。将来に向けた「意思決

定」それ自体に実体はなく、過去の「結果」に将

来はない。意思決定と結果を結び付けるのは「行

動」である。マネジメントコントロールが、過去

の「結果」と、将来へ向けた意思決定を結ぶ連結

環である「行動」に注目しているのは、ここにこ

そマネジメントの機微が隠されていると考えてい
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るからである。マネジメントの動詞であるman-

ageは、ラテン語の「手」manusを語源として、

中世に「馬の手綱をとること」（maneggiare,

manege）という意味で用いられるようになった

文脈で英語の世界に登場した言葉である。騎手の

良否は、意のままに馬を操れるかどうかである。

マネジメントコントロール論において行動へと焦

点が合わされた研究が近年行われるようになって

いることは、マネジメントという言葉の本来の意

味にマネジメントコントロール論が回帰したとも

言える。

� マネジメントコントロール論の構造

マネジメントコントロールを理解する出発点

は、それが目的志向的なプロセスであるというこ

とである。つまり、マネジメントコントロールは、

組織目的達成のために行われる一連の活動過程で

あり、その大前提は「組織目的」の存在にある。

マネジメントコントロールが成功したかどうかは

組織目的との関連において評価されるべきである

し、「組織目的」に照らし合わせてMCSも設計さ

れる必要がある。

「組織目的」を達成するために組織成員の行動

をどう誘導するか、これがマネジメントコントロー

ルの根本的な課題である。組織成員が自発的に組

織目的のために行動してくれるような理想的な状

況に現実がない理由としては、�方向性の欠如、

�個人意欲（動機付け）の問題、�個人能力の問

題、の３点がある（Merchant（１９９７）：pp．６－８）。

方向性の欠如とは、従業員が組織の目的を理解

しておらず、どのような行動をとるべきか理解し

ていないような状態のことである。MCSの基本

的な役割のひとつは、従業員ひとりひとりに組織

目的を周知し、従業員が行うべき活動や達成すべ

き目標に関する情報を与えることにある。

動機付けの問題は、組織の目的と個人の目的が

常に一致するとは限らないことから生じる。組織

の目的と個人の目的をどのように一致させるのか

が、MCSのもうひとつの役割である。目標管理

制度などのように業績（目標達成度）と金銭的報

酬を連動させることで、動機付けを与えるような

場合もあれば、いい成果にはいい仕事をという形

で動機付けを測っているような場合もある。前者

は外発的動機付けの考え方に基づく方法であり、

後者は内発的動機付けを重視した方法である。

個人能力の問題とは、その仕事を遂行するため

に必要な知識や経験を担当者が備えていない場合

に生じる問題である。これは仕事が既存の従業員

の能力に応じて適切に設計されていないために生

じる問題と言い換えることもできる。仕事の設計

と個人の能力の問題は一体として捉えられねばな

らない。MCSの役割には、現状の組織成員の能

力に応じた職務を与えることや、適切な職務能力

を修得するための機会を用意することが含ま

れる。

ちなみに、これらの３点は、ユニークな経営管

理手法で知られる京セラの創業者である稲盛和夫

氏が、経営の肝要として指摘する成功の方程式

（成功＝能力×意欲×方向性）の３要素と合致し

ている。

MCSの種類は、前述のように多様であり、そ

の分類方法についても統一的な見解があるわけで

はない。代表的な分類方法としては、�マネジメン

トコントロール対象の属性に基づく分類（Mer-

chant（１９９７），Merchant and Van der Stede

（２００７））、�マネジメントコントロールの利用方

法に基づく分類（Simons（１９９５），Henri（２００４））、

�マネジメントコントロール主体の属性に基づく

分類（Hopwood（１９７４））、	マネジメントコント

ロール手段の属性に基づく分類（Abernathy &

Brownell（１９７７），澤邉・飛田（２００８））などがある。

�マネジメントコントロールの対象の属性に基

づく分類では、�行動、�結果、�組織成員／組

織文化、の３つがコントロール対象のカテゴリー
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となっている。行動コントロールは、行動そのも

のを対象としてマネジメントコントロールを遂行

するプロセスである。具体的なマネジメントコン

トロール手段としては、業務マニュアルのような

ものから、事前の行動計画書提出・事後の行動報

告書提出などのようなものが含まれる。

結果コントロールは、行動の結果を対象として

マネジメントコントロールを遂行するプロセスで

ある。個々の従業員に予算目標を設定し、予算目

標を基準として業績評価を行うような方法が結果

コントロールの典型である。どのようにして予算

目標を達成するのかについては、個々の従業員の

裁量に委ねられているため、専門的知識を必要と

するプロフェッショナルな業務において有効なマ

ネジメントコントロールであると言われている。

組織成員／組織文化コントロールは、人や文化

をコントロールの対象としたマネジメントコント

ロールのプロセスである。従業員の採用や教育、

組織文化の醸成といった事柄がマネジメントコン

トロール手段となる。

�マネジメントコントロールの利用方法による

分類では、診断型のMCS利用スタイルと双方向

型のMCS利用スタイルの２類型が提示されてい

る。診断型の利用スタイルの典型例は、予算管理

における例外管理である。例外管理では、予算計

画の進捗状況をモニタリングし、組織の状態を定

期的に診断している。モニタリングの結果得られ

た数値が一定の範囲に収まっているならば問題な

しとして特に何もせず、範囲外の異常値がでた場

合のみその原因を究明し必要な措置をとることに

ある。例外管理におけるモニタリングに対応する

のが、診断型の利用スタイルである。

双方向型の利用スタイルでも、MCSを用いて

組織の状態をモニタリングすることがあるが、そ

の目的は実態を知ることよりも、モニタリング活

動を通じて組織のコミュニケーションを活性化し

たり、組織目的の達成に向けて現場の智恵を引き

出していくことにある。不安定な環境で不確実性

が高い場合に、双方向型でMCSが利用されると

いう実証研究が行われている（Henri（２００４），Wid-

ener（２００６））。

�マネジメントコントロールの主体による分類

では、マネジメントコントロールを行う主体に

よって、上位のマネジャーによる監督的コント

ロール、組織社会全体による社会的コントロール、

組織構成員自らによるセルフコントロールが、主

たるコントロールの類型となっている。監督的な

コントロールは、上位のマネジャーが下位の組織

構成員の行為を標準的な手続きやルールを利用す

ることで統制しようとするものである。社会的

コントロールは、文化的な価値感や相互の信頼関

係に基づいて組織構成員の行為を方向付けようと

するものである。セルフコントロールは、適切な

インセンティブメカニズムや組織目標の内在化に

よって、組織構成員が自律的に組織目標と合致し

た行動をとるようにするものである。

われわれの調査自体は、	マネジメントコント

ロール手段の属性に基づいた分類に依拠して実施

している。この調査を実施する前に行った複数の

日本企業のケーススタディの経験から、マネジ

メントコントロール対象による分類や、利用方法

による分類が必ずしも日本企業の現実にフィット

しないことがわかっていたため、最も素朴で現実

との対応関係を見いだすことが容易なマネジメン

トコントロール手段による分類を採用した。

この分類方法は、マネジメントコントロール手

段を分類基準として（
）経営理念を中心とする

価値規範の浸透に基づくマネジメントコントロー

ル、（�）中期計画・予算を中心とする財務数値

に基づくマネジメントコントロール、（�）目標

管理制度や賃金制度を軸とする人事的なマネジ

メントコントロール、（）マニュアルや内部統

制を中心とした行動的なマネジメントコントロー

ル（behavioral control）の４つに区分している。
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そのうえで、さらにマネジメントコントロールに

密接に関わる組織内部要因として、（�）職場の

雰囲気や人間関係やリーダーシップのあり方など

といった社風について調査を実施した。

� マネジメントコントロール論と管理会計

英米圏におけるマネジメントコントロール論

は、管理会計を中心に展開されてきた。というの

も管理会計の役割は、組織の目的を時間軸上で明

示し目的達成のための具体的な計画を示すととも

に、その計画遂行にあたる組織成員ひとりひとり

の責任を明らかにすることで、多様な成員から構

成される組織を統合し有機的に機能させるところ

にあるからである。機能的に分化した現代の組織

において、管理会計は立場が異なる組織成員の間

の共通言語となって、評価の過程を担い利害調整

をはかることで、組織全体の目標と組織成員の行

動を結び付けている。この意味で、現代社会にお

いて管理会計は、市場における調整メカニズムを

代替補完する組織的な調整メカニズムとして機能

している（高寺（１９９２）：pp．１１４－１１８）。

管理会計が組織における共通言語となりうるの

は、貨幣情報を中心とする会計情報が多くの情報

の質的差異を縮約し統合した情報だからである。

目標利益を明示し、行動計画に対応して予算など

の会計計画を設定することで、管理会計は組織成

員と組織全体の目標とを結び付ける。ここで注意

しなければならないのは、この管理会計上の結び

付きは、組織成員ひとりひとりの行動を通じてし

か実現されないものであるということである。計

画を具現化するのは個々の文脈におかれた組織成

員なのである。

組織成員の行動やその成果は、能力や意欲や方

向性によって左右される。組織成員の能力や意欲

や方向性に影響を及ぼす要因は数多く存在し、管

理会計のあり方もその一つである。多くの企業に

おいて、管理会計だけでなく、経営理念や社会関

係が組織成員に有形無形の影響を及ぼしているこ

とが経験的に知られている。また、管理会計や経

営理念や社会関係の経営管理における重要性は組

織の持っている文化的な特徴によっても左右され

ると考えられている（Bhimani（２００３））。

本稿の問題意識は、日本企業の特徴といわれて

いる経営理念や社会関係の重要性が、中小企業に

おいても従業員満足度や目的達成への動機付けに

影響を及ぼしているのではないかという点にあ

る。これを定量的な実態調査に基づいてその一端

を明らかにすることが本稿の目的である。

３ アンケート調査に見る上場企業と非

上場企業のマネジメントコントロールの

特徴

本調査は、２００７年下半期に東証一部上場企業（以

下、上場企業）１，７５３社および関西アーバン銀行

プレジダン会会員企業（以下、非上場企業）約１，６００

社を対象に実施された郵送調査である。調査票の

設計にあたっては、日本企業の実態に合わせつつ、

多様なマネジメントコントロール手段をできるだ

け網羅的に把握するように工夫を行った。そのた

めに、２００６年度に対象企業の一部に対するパイ

ロット調査を行い、２００７年上半期にインタビュー

調査を行った。

なお、ここでは上場企業とは大企業のことをイ

メージしており、非上場企業とはいわゆる中小企

業と呼ばれる企業群をイメージしている。以下の

分析結果は、大企業と中小企業が持つ特徴を明示

的にするために、澤邉・澤邉ゼミナール（２００８）

を元に述べたものであり、企業区分の表記もそれ

に従っている１。以下では上場企業は大企業の、非

１ アンケート結果についての詳細は、澤邉・澤邉ゼミナール（２００８）を参照のこと。本節における企業区分の表記は澤邉・澤邉ゼミ

ナール（２００８）に従っている。

日本政策金融公庫論集 第３号（２００９年５月）

― 78 ―



（注）非上場企業については複数の業種を回答した会社があるため、合計は回収サン
プル数と一致しない。 

上場企業 非上場企業 

該当数 割合（％） 該当数 割合（％） 

製造業 114 54.29 44 33.59 

流通業 34 16.19 13 9.92 

金融業 15 7.14 1 0.76 

不動産業 5 2.38 43 32.82 

物流業 10 4.76 1 0.76 

情報・通信 15 7.14 2 1.53 

電力・ガス  5 2.38 0 0.00 

サービス業 11 5.24 23 17.56 

無回答 1 0.48 4 3.05 

合　計 210 100.00 131 100.00 

上場企業は中小企業の近似として説明を行うこと

とする。

本調査では上場企業１，７５３社のうち２１０社（回答

率約１２．０％）から、非上場企業約１，６００社のうち

１１６社（回答率約７％）から回答を得ることがで

きた。調査サンプルの産業別の比率は、上場企業

については、製造業５４．２９％、流通業１６．１９％、金

融業７．１４％、不動産業２．３８％、物流業４．７６％、情

報通信業７．１４％、電力・ガス２．３８％、サービス業

５．２４％である。非上場企業については、製造業

３３．５９％、流通業９．９２％、金融業０．７６％、不動産

業３２．８２％、物流業０．７６％、情報・通信１．５３％、

サービス業１７．５６％である（表－１）。

� 価値規範の浸透に基づく

マネジメントコントロール

まず、価値規範の浸透に基づくマネジメント

コントロールについて見ていく。このマネジメン

トコントロールは、具体的には経営理念の有無や、

経営理念がどのような状況でトップの意思決定や

社員の行動、目標設定などに影響を及ぼすか、な

どを想定している。

まず、明文化された経営理念の有無については、

ほぼすべての上場企業が何らかの形で経営理念を

明文化している（図－１）。それに対し、非上場

企業の場合では約７割となっている。

図－２は、その経営理念がどのような時に影響

を与えているかについての回答である。ここでは、

影響力の測定に際して５ポイント・リッカートス

ケールを用いており、ポイントが高いほどその影

響が強いということになる（以下、平均と示して

いる場合は同じ方法による調査結果である）。そ

の結果を見ると、上場企業と非上場企業は概ね同

じ傾向を示している。経営理念が経営陣による意

思決定に反映されているとの回答である「トップ

の意思決定」、会社全体の中長期的な経営目標や

経営戦略に影響を及ぼすとの回答である「戦略的

な目標設定、戦略策定」や経営トップから社員レ

ベルに至るまでの「日常業務活動での判断や行動」

といった回答が上位に挙げられている。中でも、

「戦略的な目標設定、戦略策定」は、上場企業の

方が０．５ポイントほど高くなっており、この点に

おいて上場企業と非上場企業の差異があると言え

よう。

表－１ 調査サンプルの産業別比率

中小企業における組織文化とマネジメントコントロールの関係についての実証研究

― 79 ―



4.365 

4.158 

3.727 

3.541 

3.440 

3.227 

3.097 

4.225 

3.633 

3.637 

3.422 

3.300

3.245 

3.038 

トップの意思決定 

戦略的な目標設定、戦略策定 

日常業務活動での判断や行動 

部課係の短絡的な目標設定 

ひとりひとりの目標設定 

上司と部下の意見交換 

他部門との調整 

上場企業 

非上場企業 

（単位：ポイント） 

99.0 

31.0 69.0

1.0 上場企業 
（N=210） 

非上場企業 
（N=116） 

なし あり 

（単位：％） 

� 財務数値に基づく

マネジメントコントロール

次に、財務数値に基づくマネジメントコント

ロールについてである。このマネジメントコント

ロールは、具体的には中期経営計画や予算による

コントロールを意味している。

図－３、４は中期経営計画と予算制度の有無に

ついての回答結果である。これによると、上場企

業と非上場企業とでは大きく結果が異なってい

る。上場企業ではほぼ全ての企業が中期経営計画

と予算制度を実施しているが、非上場企業では中

期経営計画は約６割の企業が、予算制度は約４割

の企業が採用しているにすぎない。

� 人事的なマネジメントコントロール

次に、人事的なマネジメントコントロールであ

る。具体的には、仕事の目標を設定し、目標達成

度に基づき報酬（の一部）を決定する仕組みであ

る目標管理制度の有無、目標管理制度と予算制度

図－１ 明文化された経営理念の有無

図－２ 経営理念の影響
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90.4 

53.0 47.0 

9.6 上場企業 
（N=208） 

非上場企業 
（N=117） 

なし あり 

（単位：％） 

98.6 

56.943.1

1.4 
上場企業 
（N=208） 

非上場企業 
（N=116） 

なし あり 

（単位：％） 

96.7 

37.6 62.4

3.3 上場企業 
（N=210） 

非上場企業 
（N=117） 

なし あり 

（単位：％） 

との関連、社員の目標や賃金に対する納得度や

達成意欲、経営陣と社員、社員間のコミュニケー

ションなどである。

図－５は、目標管理制度の有無についてまとめ

たものである。これによると、上場企業ではほぼ

９割が目標管理制度を採用しているのに対して、

非上場企業での採用は５割弱にとどまっている。

その目標に対する社員の納得度および目標達成

図－３ 中期経営計画の有無

図－４ 予算の有無

図－５ 目標管理制度の有無
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上場企業 非上場企業 

有効回答 平　均 標準偏差 有効回答 平　均 標準偏差 

目標に対する社員の納得度 187 3.578 0.780 52 3.365 0.878 

目標達成への意欲 187 3.695 0.759 52 3.442 0.886 

上場企業 非上場企業 

有効回答 平　均 標準偏差 有効回答 平　均 標準偏差 

賃金制度に対する納得度 204 3.328 0.711 114 3.175 0.851 

賃金水準に対する納得度 203 3.187 0.797 114 3.202 0.808 

への意欲についての回答結果をまとめたものが

表－２である。上場企業、非上場企業とも平均値が

３点以上であり、経営目標に対する社員の納得度

や目標達成への意欲が高いことが示されている。

また、賃金との関連（表－３）では、従業員の納

得度に対する当事者ではなくアンケート回答者の

主観的判断から得られたものであるという点を差

し引かねばならないものの、上場企業、非上場企

業ともに賃金制度と賃金水準に対する納得度につ

いて尋ねた問いに対して、概ね高い値が得られた。

ただし、「目標に対する社員の納得度」「目標達成

への意欲」「賃金制度に対する納得度」の標準偏

差に着目すると、上場企業よりも非上場企業の方

が若干高く、非上場企業間ではその意識に対して

ばらつきがあることを示している。

次に、トップと社員、社員間のコミュニケー

ションや信頼関係の重要性についての回答結果を

見ていく（図－６）。これによると、「自部門の同

僚との信頼関係の重要性（上場企業：４．１５５、非

上場企業：３．９９１）」「他部門の同僚との信頼関係の

重要性（上場企業：３．９５６、非上場企業３．８５１）」と

いった社員間の信頼関係について上場企業、非上

場企業ともに重要であるとの回答が得られた。

一方で、上場企業と非上場企業とでは異なる傾

向を示している回答もある。「トップとのコミュ

ニケーション頻度」は平均値で上場企業が３．２７９、

非上場企業では３．８３６であり、非上場企業の方が

高い値を示している。また、いわゆるアフター５

などに代表される「社員同士の業務外の親交」に

ついては、平均値で上場企業が３．５１０、非上場企

業では３．２５２であり、上場企業の方が高い値を示

している。これは企業規模がある程度影響を及ぼ

していると考えられる。すなわち、経営トップと

の距離が比較的近い非上場企業では経営トップと

のコミュニケーション頻度は高くなるし、一方で

経営トップとの距離が遠く、部課に属する社員数

が比較的多くなる上場企業では社員間の業務外の

親交が多くなるのだと考えられる。

� 行動的なマネジメントコントロール

次に、現場での行動を直接規定して統制する行

動的マネジメントコントロールについては、マ

ニュアルと内部統制を中心として調査を行った。

図－７は、マニュアルと内部統制についての回

答結果をまとめたものである。全体として、非上

場企業よりも上場企業において行動的なマネジ

表－２ 目標の納得度と達成への意欲

表－３ 賃金制度および賃金水準に対する納得度
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4.043 

3.866 

3.788 

3.212 

3.644 

3.572 

3.361 

3.476 

3.555 

3.409 

3.193 

2.556 

3.019 

3.000 

2.741 

2.852 

長期的利益に対する内部統制の重要性 

リスク管理上の自己管理の重要性 

リスク管理上のマニュアルの重要性 

モニタリングの仕組みの整備度 

マニュアルの遵守度 

マニュアルの重要性 

マニュアルの詳細さ 

マニュアルの網羅性 

上場企業 

非上場企業 

（単位：ポイント） 

 

3.279 

3.510 

3.280 

4.155 

3.956 

3.670 

3.476 

3.836 

3.252 

3.237 

3.991 

3.851 

3.575 

3.447 

トップとのコミュニケーションの頻度 

社員同士の業務外の親交 

意思決定に対する人間関係の影響 

自部門の同僚との信頼関係の重要性 

他部門の同僚との信頼関係の重要性 

自社で働くことに対する誇り 

自らの仕事に対する誇り 

上場企業 

非上場企業 

（単位：ポイント） 

 

メントコントロールが重視されていることが見て

とれる。中でも、「長期的利益に対する内部統制の

重要性」は上場企業では平均値で４点を超えてい

る。このことは、企業は利害関係者との間で信頼

関係を築くことが中長期的な成長の源泉の一つで

あるが、不祥事によって信頼関係が崩壊すると

いったケースに対して、内部統制制度を整備する

重要性を企業が強く認識していることの表れだと

図－６ コミュニケーションと信頼関係

図－７ マニュアルと内部統制
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MCS 

心理的状態 

企業業績 

H2

H1 

H3 

言えよう。このことは、昨今の内部統制制度の充

実にむけた法制度の改正等が反映されているとも

考えられる。

４ 基本概念と分析モデル

本節では、以下の分析の基礎となる基本概念と

分析モデルについて説明を行う。前述のように経

営目的を達成するために経営者が財務的・非財務

的な情報システムを用いるプロセスは、マネジ

メントコントロールシステム（MCS）と呼ばれ

ている（Bisbe and Otley（２００４））２。つまり、MCS

は、経営者が経営目的を達成するために利用する

情報ベースの仕組みである。経営目標を定量的な

目標利益に落とし込み、その実現にむけて計画と

統制のプロセスをつかさどる管理会計システムは

MCSの中軸に位置する（上總・澤邉（２００６）：

p．３３））。中軸という意味は、プロセスとして特

徴づけられる種々のMCSは、少なくとも短期的

には、目標たる年度利益を達成するために策定さ

れた利益計画に枠付けられているからである。

管理会計システムを中軸とする種々のMCSは、

組織成員の動機付けに代表される心理的状態に影

響を及ぼすことで、組織的行動に影響し、ひいて

は企業業績を左右していると考えられる。また、

MCSは組織成員の心理的状態とは関係なく直接

的に企業業績に影響する場合もある。例えば、企

業業績は、設定された目標利益も含め計画そのも

のの善し悪しによって規定される側面を持つ。

図－８は、MCSが組織成員の心理状態に影響を

及ぼすことで企業業績に影響を与える関係と、

MCSがダイレクトに企業業績に影響する関係を

示している。

H１：MCSは組織成員の心理的状態に影響を与

える。

H２：MCSは企業業績に直接影響を与える。

H３：組織成員の心理的状態は企業業績に影響

を与える。

MCSをどのように類型化し分類するべきか、こ

れまでにもさまざまな試みが行われてきており、

図－８ 組織成員の心理的状態を介したMCSと企業業績の関係

２ Simons（１９９５：p．５）では、MCSは「組織活動パターンを維持・変化させるために経営者が用いる情報をベースとした公式の手順

や手続き」として定義されている。それに対して、Bisbe and Otley（２００４）ではSimons（１９９５）をベースとしつつも、さらに非公式的

なプロセスにまでMCSを拡張して定義している。本稿の分析では、後述するように日本企業の特徴として社会システムの重要性に着

目しているため、説明の便宜上、Bisbe and Otley（２００４）の定義を採用した。どのような基準で公式・非公式を区別するのかの一線

を引くのかという問題と合わせて、社会システムを経営者が道具的に利用しているのかどうか考察することで、社会システムをMCS

として理解することの是非を検討する必要があるが、紙幅の関係でその検討は別の機会に譲ることとする。
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管理会計研究において一般に認められているよう

な分類法はまだ確立されていない。前述したよう

に、本稿では、マネジメントコントロール手段の

属性に着目する分類に依拠しつつ、日本企業の特

徴と関連付けてMCSの理念型を導出することと

する。

日本企業について近年行われてきたいくつかの

ケーススタディでは、経営理念が管理会計と連動

することで、企業行動や企業業績に影響すること

が示唆されている３。例えば、セーレン株式会社

のケーススタディでは「のびのび いきいき ぴ

ちぴち」といった経営理念が、予算制度を基礎と

する目標管理制度や内部統制制度といった仕組み

を通じて、現業管理者や従業員の意思決定や行動

に反映されていることが示されている（足立・篠

原（２００８））。経営理念と管理会計の同様の関係は、

京セラ株式会社におけるフィロソフィーと管理会

計の関係にも見られる（潮（２００７））。また、京セ

ラ株式会社やアメーバ経営を導入した企業のケー

ススタディにおいて特に強調されていることであ

るが、経営理念と管理会計の連携を重視した企業

では、社員同士のつきあいや信頼関係といった社

会関係を重視した経営が行われていることもその

特徴として指摘されている。

このような日本企業にみられる特徴を反映すべ

く、MCSの理念型としてわれわれは、会計を中

心とする会計コントロール、経営理念を中心とす

る理念コントロール、社会関係を中心とする社会

コントロールの３つを想定した。

会計コントロールは、企業の目標や、各部署や

個人の責任と実績を会計的に可視化するプロセス

を通じて経営目的の実現を図ることを基本とした

アプローチである。これは、Abernethy and

Brownell（１９９７）の言う会計コントロールに類

似した概念である４。会計コントロールはさらに、

計画プロセス、統制プロセス、内部統制プロセス

に区分して概念化した。計画プロセスに関しては

目標設定にかける経営意志の充実度を、統制プロ

セスについては予算差異分析の困難性を、内部統

制プロセスについては業務範囲や業務プロセスの

明確化を中心に変数を構成した。

H１a：会計コントロールが充実していればし

ているほど、目標達成への動機付けが

強くなり、従業員満足度が高くなる。

会計コントロールでは、適切な計画を立案した

り、業務範囲が重複しないように、また業務フロー

が合理的であるように設計したりすることで、組

織成員の心理的状態とは独立して企業業績に影響

を及ぼすと考えられる。

３ 管理会計において、経営理念を明示的に扱った経験的研究は多くない。Widener（２００７）は、Simons（１９９５）の４つのコントロー

ル・レバーを理論的フレームワークとして、信条のシステムをとりあげた数少ない実証研究のひとつである。Widener（２００７）はSi-

mons（１９９５）の枠組みに忠実に実証を行っている。４つのコントロール・レバーの理論枠組は、社会関係（社会コントロール）が

インタラクティブ・コントロールに回収されてしまっていることもあって、われわれの問題意識と対応しておらず、本稿に直接利用

することはできなかった。他方で、経営理念と企業業績の関係について、日本では両者の間に正の相関が存在することを示す実証研

究が行われている（久保・広田・宮島（２００５））。これは、英米での実証研究が両者の間に明確な関係を発見していないことと対照的

である。しかし、久保・広田・宮島（２００５）は、経営理念を外部に公表している企業はそうでない企業と比べてより高い企業業績を

達成するのは、経営理念を外部に公表することで内外のステークホルダーとの調整がスムーズに行われ、それによってエージェンシ

ー・コストが削減され企業業績が改善されるからであると考えており、内外の調整メカニズムがどのように働いているのかといった

MCS的な観点からの考察は行われていない。
４ Abernethy and Brownell（１９９７）は会計コントロール、行動コントロール、人的コントロールの３つのコントロール類型を利用し

て分析を行っている。会計コントロールは各人が自らの業績を評価する上で会計情報が利用されているようなMCSであり、行動コン

トロールはマニュアルによるコントロールを、人的コントロールは社会化による社会関係を通じたコントロールを擬似している。わ

れわれの問題意識との関連では経営理念に対応する概念が含まれていないこと、また会計コントロールと金銭的報酬とを区別するよ

うになっていないことが限界であり、この３類型を採用することができなかった。なお、Abernethy and Brownell（１９９７）の行動コン

トロールはわれわれの行動コントロールと、人的コントロールは社会コントロールと対応している。
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H２a：会計コントロールが充実していればし

ているほど、企業業績が向上する。

理念コントロールは、その企業の一員としてど

のような判断や行動が正しいのかを理念的に指し

示すことで組織成員の判断や行動を誘導しマネジ

メントコントロールを行うアプローチである。こ

れは、Simons（１９９５）の言う信条のシステムに

近い理念型となっている５。経営理念が組織に浸

透していればしているほど、組織成員の心理的状

態に強く影響を及ぼすと考えられる。

H１b：経営理念が浸透していればしているほ

ど、目標達成への動機付けが強くなり、

従業員満足度が高くなる。

社会コントロールは、アフター５でのコミュニ

ケーションに象徴されるように社会関係を重視

し、それによって経営目的の実現を図るようなマ

ネジメントコントロールのアプローチである。こ

れはOuchi（１９７９）が言う社会コントロールに類

似した理念型であり、共同体的な性格を組織にお

いて醸成することで目標の達成を図ろうとするも

のである６。社会コントロールもまた、理念コン

トロールと同様、組織成員の心理的状態に影響を

及ぼすことで企業業績の改善に役立っていると考

えられる７。

H１c：職場での人間関係が重要であればある

ほど、目標達成への動機付けが強くな

り、従業員満足度が高くなる。

組織成員の心理的状態としては、目標達成への

動機付けと従業員満足度という変数を考え測定し

た。ここで目標達成への動機付けは企業業績と関

連づけられた個々人の目標を達成しようという意

欲を表す変数である。これは企業業績と直結して

いる。従業員満足度は当該企業に対する心理的愛

着という組織コミットメントに近い概念であり、

企業業績と仕事の業績に影響すると先行研究にお

いて主張されてきた（例えば、Randoll（１９９０），

Nouri and Parker（１９９８））。

H３a：目標達成への動機付けが強ければ強い

ほど、企業業績は向上する。

H３b：従業員満足度が高ければ高いほど、企

業業績は向上する。

これら３種類の理念型と２つの心理的状態を理

論的な基礎概念として、本調査では現実の日本企

業における経営理念・社会関係・管理会計をイ

メージして調査を行っている。図－９は、図－１

で述べた関係を基礎として、MCSの３つの理念

型と２種類の心理的状態が企業業績に影響を及ぼ

すと考える本研究における基本的な分析モデルの

概念図を示している。

５ Simons（１９９５）は、MCSの種類として４つのコントロール・レバーを提示している。つまり、社是や社訓に代表される信条のシ

ステム、社員が最低限守るべき基準や禁止項目を示す倫理綱領のような事業倫理境界のシステム、管理会計における例外管理のよう

な診断型のコントロール・システム、目標を明確に示すことによってコミュニケーションを図る双方向型のコントロール・システム

の４つである。
６ Ouchi（１９７９）は、価格メカニズムを通じた市場コントロール、官僚組織による官僚コントロール、共同体によるクラン・コント

ロールの３種類のコントロール・システムの類型を提示している。
７ 理念コントロールや社会コントロールは組織成員の考え方や方向性を一定の範囲にまとめることで、組織内調整における摩擦やそ

れに伴う調整コストを低減していると考えられる。本稿の採用した枠組みの中では、調整コストの低減を独立して扱うことはできて

いない。調整コストの低減はもっぱら会計コントロールがダイレクトに企業業績に影響を及ぼすチャンネルに反映されていると考え

られる。調整コストの低減は会計コントロールがダイレクトに業績に影響を及ぼすところに含められている。つまり、理念コントロー

ルや社会コントロールが適切に機能することによって、調整コストが最小化されているような場合、それを前提とした会計的コント

ロールでは、そうでない場合と比べてはるかに小さな調整コストの見積もりに基づき、現実的な利益計画を策定することができる。
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理念コントロール 会計コントロール 社会コントロール 

目標達成への 
動機付け 

従業員満足度 

企業業績 

H3a H3b 

H1b H1a H1c

H2a

５ 分析結果

以上のような分析モデルを想定して本調査は行

われた。以下では紙幅の関係で中小企業に焦点を

絞って、MCSと従業員の心理的状態の関係（H１）

に限定して分析を行っていく８。分析に際して、以

下で行う分析に必要なデータについて完全に回答

を得られた非上場企業（中小企業）を抽出した結

果、９３社がサンプルとして得られた。

分析は２段階で行っている。まず、�回答を得

られた社を組織文化に応じた２つの企業群に分類

した。そして、�組織成員の意欲や満足度といっ

た変数に対してMCSがどのような影響を及ぼし

ているかについて重回帰分析を行った。�、�の

順で分析結果を説明する。

� 組織文化とクラスター分け

本分析において、まず組織文化によってサンプ

ル企業をクラスターに分類する作業を行った９。

組織文化を測定するために、OCAI（Organiza-

tional Culture Assessment Instrument：組織文

化評価手法）と呼ばれる尺度を利用した。この調

査手法は競合価値観フレームワーク（Competing

Value Framework）を基礎としており、４つの

組織文化タイプの組み合わせによって１つの組織

の組織文化を評価しようとする考え方である。

ここで競合価値観フレームワークにおける４つ

の組織文化タイプは、図－１０に示されている２つ

の軸によって分けられた４つの象限に対応してい

る。縦軸は「安定性，秩序，コントロール」と「柔

軟性、自由裁量、ダイナミズム」という両極を結

ぶ軸、横軸は「内部志向、統合、結束力」と「外

部志向、分化、対抗意識」という両極を結ぶ軸で

ある。それぞれの軸の方向が意味するのは、ある

個人が自分の属する組織を評価する際に前提とな

る価値観である。本稿では４つの質問項目に４つ

の組織文化に対応する回答を設け、その回答への

当てはまりが大きければ大きいほど高い得点を付

けるようにし、合計で１００点満点になるようにし

た。つまり、質問が示唆している組織文化への適

合度に応じたウェイト付けがなされるようにし、

図－９ 分析モデルの概念図

８ 上場企業に関する調査結果については、澤邉・飛田（２００９）を参照していただきたい。
９ MCSを利用することで組織文化が変わっていくという側面が考えられるが、本研究では単純化のために組織文化を所与とした分析

フレームワークに基づいて調査・分析している。
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内部志向型 外部志向型 

大家族型 168.79 87.11 

官僚組織型 96.00 80.93 

起業家型 70.77 129.59 

競争原理型 63.47 102.17 

出所：Cameron and Quinn（2006, p. 35） 

安定とコントロール 

大家族型 起業家型 

競争原理型 官僚組織型 

内
部
志
向
と
統
合
 

外
部
志
向
と
分
化
 

柔軟性と裁量性 

組織文化タイプを定量的に測定できるように

した。

そのデータに基づき、本稿では回答を得られた

９３社を２つのクラスターに分類した。クラスター

分類には非階層的クラスター分析を用いた。用い

た変数は４つの質問項目に設けたそれぞれの組織

文化タイプに付けられた得点を合計したもので測

定し、その結果、２つのクラスターに分類するこ

とができた。

表－４のクラスター分類は図－１０における横軸

方向と一致している。大家族型・官僚組織型を中

心に持つクラスターを「内部志向型クラスター」、

起業家型・競争原理型を中心に持つクラスターを

「外部志向型クラスター」と呼ぶこととする。サン

プル全体９３社は内部志向型４３社、外部志向型５０社

に分類された。

� 組織成員の満足度とMCSの関係

先に述べたように、われわれが想定している

MCSの理念型は、「会計コントロール」「理念コン

トロール」「社会コントロール」の３つから成る。

本稿はこれらのMCSによって従業員の満足度が

図－１０ 競合価値観フレームワーク

表－４ 組織文化タイプの非階層的クラスター分析による分類

日本政策金融公庫論集 第３号（２００９年５月）

― 88 ―



独立変数 

従業員 理念 
コントロール 満足度 

内部統制（会計） 0.2775＊＊＊ 1 

理念コントロール 0.3512＊＊＊ 0.2069＊＊ 1 

社会的コントロール 0.4278＊＊＊ 0.2245＊＊ 0.4307＊＊＊ 

内部統制（会計） 0.2580 1 

理念コントロール 0.5253＊＊＊ 0.0882 1 

社会的コントロール 0.4289＊＊＊ 0.2233 0.4168＊＊＊ 

内部統制（会計） 0.3074＊＊ 1 

理念コントロール 0.2355 0.3267＊＊ 1 

社会的コントロール 0.4525＊＊＊ 0.1978 0.4492＊＊＊ 

従属変数 

内部統制 

サンプル全体（93社） 
内部志向型（43社） 
外部志向型（50社） 

（注）＊＊＊：1%有意水準、＊＊：5%有意水準であることを示す。 

サ
ン
プ
ル
全
体
 

内
部
志
向
型
 

外
部
志
向
型
 

どのように変化するのかを重回帰分析を用いて検

証する。

回帰分析の各変数は次のように構成されてい

る。まず、従属変数として、従業員の仕事に対す

る満足度を表す「従業員満足度」を設定した。独

立変数としては、�会計コントロールの代理変数

としての「内部統制プロセス」、�「理念コント

ロール」、�「社会コントロール」である。

それぞれの変数は以下のように構成している。

まず、「内部統制プロセス」は業務範囲の明確化

を図るための業務フローチャートやマニュアル化

の範囲と程度を測定した結果をそれぞれ変数にし

た。「理念コントロール」については理念の浸透

度を表しており、経営理念がさまざまな意思決定

の局面や行動にどれだけ影響を及ぼしているかに

ついて得られた回答を変数として構成した。「社

会コントロール」については社会関係の重要度を

表しており、同僚や上司との信頼関係やコミュニ

ケーションの重要性を測定した数値で変数を構成

した。

これらの変数を用いて、下記のような回帰式を

推定し、（�）サンプル全体（９３社）の分析、（�）

内部志向型企業（４３社）のみを抽出した分析、（�）

外部志向型企業（５０社）のみを抽出した分析を行っ

ている１０。

（回帰式）

従業員満足度＝b１＊内部統制プロセス＋

b２＊理念コントロール＋

b３＊社会コントロール＋

（定数項）

なお、重回帰分析で用いる変数間の相関係数は

表－５に示している。

表－５ 変数の相関関係

１０ 本稿では回帰式に全ての変数を投入する強制投入法によって重回帰分析を行っている。
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従属変数 
従業員満足度 

サンプル全体 内部志向型 外部志向型 

質問項目 

係　数 t 
  

係　数 t 
  

係　数 t 
  

（定数） 1.1331 2.295 1.1587 1.885 0.8496 1.142 

内部統制（会計） 業務範囲の明確化 0.1214＊ 1.811 0.1185 1.311 0.1627＊ 1.732 

理念コントロール 経営理念の浸透度 0.1346＊ 1.707 0.2923＊＊＊ 2.978 －0.0239 －0.204 

社会的コントロール 社会関係の重要性 0.2547＊＊＊ 3.074 0.1423  1.489 0.3897＊＊＊ 2.945 

調整済みR2 0.220 0.308 0.207

50 43 93 

  

N 

（注）＊＊＊：1%有意水準、＊：10%有意水準であることを示す。 

これによると、サンプル全体の従業員満足度（従

属変数）と各独立変数、各独立変数間は有意な相

関関係があることがわかる。内部志向型では従業

員満足度（従属変数）と理念コントロール、社会

的コントロールの間では有意な相関関係が見られ

るが、内部統制との間では有意ではない。独立変

数間で見ると内部統制と理念、社会の各コント

ロールの間では有意な関係は見られない。また、

外部志向型では従業員満足度（従属変数）と内部

統制、社会的コントロールとの間では有意な相関

関係が見られるが、理念コントロールとでは有意

ではない。独立変数間では内部統制と社会コント

ロールの間では有意な関係は見られないが、それ

以外の変数間では有意な関係が見られた。

表－６は従業員満足度とMCSの関係について

重回帰分析を行った結果である。

これによると、サンプル全体（９３社）では社会

的コントロールが１％水準で有意に正の関係があ

る。また１０％水準であるものの、内部統制、理念

コントロールも正の関係が見られる。このことは、

社内における内部統制制度によって業務範囲が明

確になされ、経営理念の浸透度が高く、さらには

社会関係の重要性、すなわち経営トップと従業員、

あるいは従業員間のコミュニケーション、信頼関

係が厚いほど、従業員の満足度が高まるという関

係が示されている。

これを組織文化タイプに分けると、内部志向型

クラスターでは理念コントロールのみが、外部志

向型クラスターでは社会的コントロールのみが

１％水準で有意な正の関係であることを示してい

る。また、１０％水準であるものの、外部志向型ク

ラスターでは内部統制も有意な正の関係であるこ

とが示されている。つまり、内部志向型の組織文

化を持つ企業では経営理念の浸透度が高まれば従

業員の満足度が高まり、外部志向型企業では内部

統制制度による業務範囲の明確化と社会関係の重

要性が高まることで従業員満足度が高まるという

結果が得られたことになる。

なお、各モデルで多重共線性の診断を行ったが、

全ての変数のVIF（Variance Inflation Factor：分

散拡大要因）が２を切っており、重大な多重共線

性は認められなかった。

� 小 括

本稿では会計コントロールや理念コントロール

などが組み合わされて利用されていると考える

表－６ 従業員満足度とＭＣＳの関係についての分析結果
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コントロールパッケージの視点から、会計コント

ロールの代表例としての内部統制と理念コント

ロールや社会コントロールとの相互補完関係を念

頭に、現実の日本企業におけるMCSの役割につ

いて分析を行った。その際に、組織文化の違いを

考慮して内部志向型クラスターと外部志向型クラ

スターの２群に分けて分析した。以下では、サン

プル全体での分析結果について述べたうえで、ク

ラスターごとの分析結果を考察する。

サンプル全体では、MCSと組織成員の心理的

状態について（H１）、概ね予想通りの結果を得

た。つまり、従業員満足度に対しては計画プロセ

スが予想通り正の影響を持っていた。組織成員の

心理的状態に理念コントロール（H１b）と社会

コントロール（H１c）が及ぼす影響については、

ともに予想通り正の効果が確認された。

内部志向型クラスターでは、MCSが組織成員

の心理的状態に及ぼす影響（H１）について、理

念コントロール（H１b）に関する仮説が支持さ

れた。しかし、会計コントロールに関しては統計

的に有意な結果は得られなかった。つまり、内部

志向型クラスターでは、会計コントロールのよう

な経済合理性を基礎としたコントロールシステム

よりも、理念コントロールが組織成員の心理的状

態に影響を及ぼしていることを示唆する結果が得

られた。

外部志向型クラスターでは、MCSが組織成員

の心理的状態に及ぼす影響（H１）について、

会計コントロール（H１a）と社会コントロール

（H１c）が支持される結果が得られた。特に社会

コントロールについては強く支持される結果と

なった。

以上のように、MCSが組織成員の心理的状態

に及ぼす影響について部分的に支持される結果を

得た。また、組織文化によってMCSの組織成員

の心理的状態に及ぼす影響に違いがあることが示

唆される結果が得られた。内部志向性を重視する

企業群では、経営理念の重要性が大きく、外部志

向性を重視する企業群では人間関係に代表される

社会的な関係の重要性と合わせて、会計的な統制

も重要であるという直感的にも理解しやすい結果

となっている。

６ おわりに

本研究では、これまでほとんど行われていな

かった中小企業におけるマネジメントコントロー

ルに焦点をあてて、中小企業では、どのようなマ

ネジメントコントロール手段が実際に用いられて

いるのか、MCSの整備状況はどうなっているの

か、大企業と比べた場合、中小企業のマネジメン

トコントロールにはどのような特徴があるのか、

中小企業にとって有効なMCSとはどのようなも

のなのか、といったことを明らかにしてきた。そ

の結果、中小企業のマネジメントコントロールは、

大企業と同様に経営理念や社会関係が重要である

一方で、大企業を対象とした分析とは異なり、内

部統制についても正の関係があることが示さ

れた１１。

また、MCSが従業員満足度に及ぼす影響につ

いては、�MCSが従業員満足度に影響を及ぼす

こと、�組織文化のタイプによって従業員満足度

に影響を及ぼすMCSが異なることが明らかと

なった。本研究結果は、中小企業においても、従

業員満足度を高めるにあたってMCSが重要であ

り、内部志向型の文化を持つ企業では経営理念を

浸透させることの重要性が高く、外部志向型な組

織文化を持つ企業では社会関係を密にすることが

１１ 澤邉・飛田（２００８）によると、上場企業全体をサンプルとした同様の手法を用いた実証分析における従業員満足度との関係では、

会計コントロールのうち計画プロセスは正の関係があるものの、内部統制プロセスについては統計的に有意ではないものの、負の関

係があることが示されている。
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重要であることを示している。

本研究の貢献は、第１に、従来ほとんど研究が

行われてこなかった中小企業におけるマネジメン

トコントロールの実態を、サーベイ調査をもとに

明らかにしたうえで、中小企業にとって有用な

MCSとは何かという問いに対して一定の解答を

導出したことにある。第２に、MCSが単に有用

であるだけでなく、中小企業においても組織文化

とMCSの間に密接な関係があることを明らかに

したことである。

今後は、中小企業におけるMCSが業績に結び

付いているのか、中期経営計画や予算制度といっ

た会計コントロールを持つ企業群と持たない企業

群との違いなど、多角的な分析を行う必要があろ

う。これらの分析を行うことで、中小企業のMCS

がさらに深く分析できると思われる。
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